
公共施設の更新・大規模改修コスト

広陵町の公民館建替及び文化芸術の振興のあり方検討委員会

公共施設の種類 更新

文化・社会教育・行政系施設 ４０万円／㎡

スポーツ・レクリエーション系施設 ３６万円／㎡

学校教育・子育て支援系施設 ３３万円／㎡

公営住宅 ２８万円／㎡

（出典：公共施設等更新費用試算ソフト単価（一財）地域総合整備財団）

大規模改修

２５万円／㎡

２０万円／㎡

１７万円／㎡

１７万円／㎡

（出典：広陵町公共施設長寿命化（保全）計画）

目標使用年数まで使用するため、築２０年経過後に原状回復のための改修を行い、目標使用
年数の中間期に長寿命化改修を実施、その後改築までの期間に再度原状回復のための改修を行
うなど、定期的に必要な改修を行うことで建物を長寿命化することが重要です。
このことにより、公共施設の機能・性能の低下を長期間放置することなく、求められている

水準まで引き上げる機会を定期的に得ることができます。

※ 鉄筋コンクリート造の法定耐用年数は４７年となっていますが、これは税務上、減価償却
費を算定するためのものです。
建物は「躯体」が健全である限り「躯体以外の内装、設備等」を適切に保全することによ

って、長く有効に活用することができます。
したがって、本計画における建物の目標耐用年数を定めるに当たっては、「躯体」の耐用

年数をもとに目標使用年数を定めます。
日本建築学会資料では、鉄筋コンクリート造及び鉄骨造ともに、高品質が８０～１２０年、

普通品質が５０～８０年とされています。

資料 ４
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音楽ホール部分の建築コスト

広陵町の公民館建替及び文化芸術の振興のあり方検討委員会

音楽家が選ぶ優良ホール100選施設のうち、公共文化施設データベース登録施設の建築概要

300席は200～400席事例の値、1000席は800～1300席事例の値を基に算出

３００席の音楽ホール ５９万円／㎡

音楽ホール部分は、舞台・照明装置・座席等の設備があるため、割高になる。
（コスト出典：長崎県県庁跡地活用整備可能性予備調査資料）
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ホール形態別特徴及びモデルコスト

広陵町の公民館建替及び文化芸術の振興のあり方検討委員会

特 徴 イメージ

・椅子を収納するとフラッ
トな床面となり、音楽の
ほか会議や展示など多目
的に活用できる

・椅子や机の出し入れに手
間がかかる

モデルコスト

客席数
２５０席

延べ床面積
1,000㎡

建設費
約６億円

（60万円／㎡）

形式

平

土

間

愛知県産業労働会館（３００席）

上田市丸子文化会館（３００席）

・電動の壁面収納式可動席
や昇降式の床面を持ち階
段状の座席とすることが
できる

・多目的のフラットな空間
を確保できる

・可動席の保守コスト、歩
行時の音や揺れ、収納式
のため座席のデザインが
限定的となる

客席数
２５０席

延べ床面積
1,000㎡

建設費
約８億円

(80万円／㎡）

平

土

間

＆

可

動

席

・階段状の床面に座席が固
定され、舞台もプロセニ
アム形式の本格的ホール
また、オープンステージ
のアリーナ型もある

・音楽や演劇に適している

・用途が限定的となる

客席数
２５０席

延べ床面積
1,000㎡

建設費
【プロセニアム型】

約１０億円
（100万円／㎡）

【アリーナ型】

約６億円
（60万円／㎡）

固

定

席

西宮市フレンテホール（３００席）

安来市総合文化ホール（３００席）

東大阪市文化創造館（３００席）

サンポート高松（３１２席）

（モデルコスト出典：長崎県県庁跡地活用整備可能性予備調査資料）
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中央公民館同規模での建替コスト

広陵町の公民館建替及び文化芸術の振興のあり方検討委員会

【試算に当たっての参考費用・面積】

これまでに示した更新コストを現公民館と同規模で更新した場合のコストを試算

施設の種類 更新

文化・社会教育・行政系施設（公民館） ４０万円／㎡

平土間型音楽ホール ６０万円／㎡

平土間＆可動席音楽ホール ８０万円／㎡

固定席音楽ホール（プロセニアム型） １００万円／㎡

固定席音楽ホール（アリーナ型） ６０万円／㎡

中央公民館・かぐや姫ホールの面積 面積

中央公民館（公民館棟） １,３５４㎡

かぐや姫ホール ７１２㎡

合 計 ２,０６６㎡

（１㎡以下切り捨て）

施設の種類 更新

公民館棟 ＠４０万円 × １,３５４㎡ ５億４,１６０万円

平土間型 ＠６０万円 × ７１２㎡ ４億２,７２０万円

平土間可動型 ＠８０万円 × ７１２㎡ ５億６,９６０万円

プロセニアム型＠１００万円 × ７１２㎡ ７億１,２００万円

アリーナ型 ＠６０万円 × ７１２㎡ ４億２,７２０万円

か
ぐ
や
姫
ホ
ー
ル

公民館棟 ＋ かぐや姫ホール更新費用

９億６,８８０万円～１２億５,３６０万円
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中央公民館同規模でのライフサイクルコスト

広陵町の公民館建替及び文化芸術の振興のあり方検討委員会

公民館棟 ＋ かぐや姫ホール更新費用

９億６,８８０万円～１２億５,３６０万円

更新費用

保全費用
（清掃・点検保守）

一般管理費

運用費
（光熱水費）

修繕・改修費

イニシャルコスト

ランニングコスト

公共施設の維持管理コスト全体から見ると、更新費用はごく一部（２～３割）
水面下の維持管理コストが施設の生涯コストの７割～８割を占める。

ライフサイクルコストの氷山

更新費用を３割として試算

イニシャルコスト

9億6,880万円

12億5,360万円

ランニングコスト

22億6,053万円

29億2,507万円

ライフサイクルコスト

32億2,933万円

41億7,867万円

将来を見据えて、どのような施設が求められるのか?（ハード）
どのような利用･活用をするのか？（ソフト）

「熟議」が求められる。

６０年間
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財政制約ラインの見通し

広陵町の公民館建替及び文化芸術の振興のあり方検討委員会

「広陵町公共施設等総合管理計画」によれば、近年(平成１９年度～平成２５年度)の投資

的経費の合計は５２．６億円、年平均 ７．５億円です。この中には、道路整備などのインフ
ラ施設の整備費が含まれていますから、これらを除くと４．８億円となります。

２０２１年度の地方財政計画は、新型コロナウイルス感染症の影響による景気の落ち込み
や、それに伴う地方の税財源の大幅な減少も予想される中で、一般財源総額は、新経済・財
政計画による２０１８年度を下回らないという原則などを踏まえて、交付団体ベースで実質
前年度を上回る額が確保されました。
しかし、この内訳をみると、臨時財政対策債が大幅に増額になるなど、いわば、将来の財

源を先食いしている側面があります。国債残高も９９０兆円となり、今後財政再建が大きな
課題になることは避けられず、本町も含めて地方財政に大きな影響が見込まれます。
本町の財政は、経常収支比率が高い水準で推移しており、令和元年度では９４．９％と類

似団体の平均を３．４ポイント上回っています。これは、保育園の運営委託料や社会保障関
連費である福祉関係費の増加などによるものであり、扶助費の大半を含む民生費は平成２０
年度の約２１億円から令和元年度には、約４１億円と倍増近くなっているなど、構造的要因
があります。
経常収支比率は、財政の硬直度を表すものであり、この数値の上昇は財政の自由度を狭め

るものとなります。
一方、一般財源については、コロナ禍の影響は避けられず、町税は地域経済の落ち込みに

よる影響が懸念され、地方交付税も、当面は確保されていますが、国家財政の赤字が増大す
る中、中長期的にみれば不透明と言わざるを得ません。
今後、一般財源の確保がより厳しくなっていくことが見込まれる中、義務的、準義務的経

費の増嵩も見込まれることから、更なる事務事業の見直しや縮減を検討していく必要があり、
公共施設にかかるコストの見直しは、安定的な行政サービスを維持する上でも不可欠となり
ます。
このような状況を踏まえると、補助金の有無、地方債の充当や交付税算入等により変動は

あるが、一般財源の全体は、現在の７０億円程度から財源減少が懸念され、建物建替え等の
投資的経費に充当できる一般財源の割合は２億円前後、事業費ベースでは３億円程度と見込
まれます。

６



財政制約ラインの見通し

広陵町の公民館建替及び文化芸術の振興のあり方検討委員会 ７



奈良県内市町村の経常収支比率の推移

広陵町の公民館建替及び文化芸術の振興のあり方検討委員会

経常収支比率は、地方公共団体の財政構造の弾力性を表しており、人件費、
扶助費、公債費などの経常的な経費に、地方税、地方交付税、地方譲与税など
の経常的な収入がどの程度充当されているかを比率で示しています。 この比率
はおおむね70％から80％の間であることが理想とされています。

（出典：あなたのまちの財政状況（令和元年度決算）奈良県）

８



奈良県内市町村の実質公債費比率の推移

広陵町の公民館建替及び文化芸術の振興のあり方検討委員会

実質公債費比率は、公共団体の一般会計等が負担する元利償還金及び準元利
償還金の標準財政規模を基本とした額に対する比率で、借入金（地方債）の返
済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す指標です。

（出典：あなたのまちの財政状況（令和元年度決算）奈良県）
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奈良県内市町村の将来負担比率の推移

広陵町の公民館建替及び文化芸術の振興のあり方検討委員会

将来負担比率は、将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした
額に対する比率で、一般会計等の借入金（地方債）や公営企業、組合、設立法
人等に対して将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化
し、将来、財政を圧迫する可能性の度合いを示す指標です。

（出典：あなたのまちの財政状況（令和元年度決算）奈良県）
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